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　平成２１年度の指標１９件のうち、「インターネット青少年有害情報対策・環境整備の総合的推
進」等１５件については、目標を堅実に達成している。
「青年国際交流の推進」「食育に関する普及・啓発」「高齢社会対策に関する普及・啓発」「交通
安全対策に関する普及・啓発」の４件の目標については、一定の進展は見られたが、今後更なる取
り組みが必要である。
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＜施策評価結果一覧＞

評価結果

（必要性）

【総合的評価】

平成21年度政策評価書（事後評価）要旨

根拠となる法令等（２つまで）

障害者基本法　交通安全対策基本法
共生社会実現のための施策の推進

【実績評価方式】

（評価実施時期：平成22年8月）
担当部局名： 政策統括官（共生社会政策担当）

政策名

未集計等

政策概要
国民皆で子どもや若者を育成・支援し、年齢や障害の有無に関わりなく安心して暮らせる社会を実
現するための施策を推進する。

施策名

①青年国際交流の推進
②インターネット青少年有害情報・環境整備の総合的推進（インターネット青少年有害情報対策・
環境整備推進基本計画）
③青少年健全育成に関する普及・啓発
④食育の総合的推進（食育推進基本計画）
⑤食育に関する普及・啓発
⑥少子化社会対策の総合的推進（少子化社会対策大綱）
⑦少子化社会対策に関する普及・啓発
⑧仕事と生活の調和に関する普及・啓発
⑨高齢社会対策の総合的推進（高齢社会対策大綱）
⑩高齢社会対策に関する普及・啓発
⑪バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する普及・啓発
⑫障害者施策の総合的推進（障害者基本計画）
⑬障害者施策に関する普及・啓発
⑭交通安全対策の総合的推進（交通安全基本計画）
⑮交通安全対策に関する普及・啓発
⑯犯罪被害者等施策の総合的推進（犯罪被害者等基本計画）
⑰犯罪被害者等施策に関する普及・啓発
⑱自殺対策の総合的推進（自殺総合対策大綱）
⑲自殺対策に関する普及・啓発

Ａ
②③④⑥
⑦⑧⑨⑪
⑫⑬⑭⑯
⑰⑱⑲

Ｂ

①⑤⑩⑮

２１世紀を迎え、国民皆で子どもや若者を育成・支援し、年齢や障害の有無に関わりなく、安心し
て暮らせる共生社会を実現するため、我が国においては、少子化対策、青少年育成施策、高齢社会
対策、障害者施策等各般の施策を着実に推進することが必要である。

政策分野　１０
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 ⑤⑦⑩⑪⑮

①については多くの日本青年と外国青年が交流し、各国相互の理解と友好を深めることができた。
②④⑥⑨⑫⑭⑯⑱については各種計画等に基づく取組等進捗状況等を確認し、目標達成に向けて有
効なものとなった。③⑤⑦⑧⑩⑪⑬⑮⑰⑨についてはホームページや大会・行事等の内容を充実さ
せ分かりやすい広報啓発活動を展開するなどし、国民の理解、関心を高めることができた。

引き続き推進 拡充等 平成23年度に新設

国民皆で子どもや若者を育成・支援し、年齢や障害の有無に関わりなく安心して暮らせる社会を実
現するためには、国民各界、各層の幅広い理解を得ることが重要である。全体として着実に施策の
推進が図られているが、分野によっては、施策の認知度の低いものや、市町村による行動計画等の
策定率の低いものが存在した。また、ホームページや大会・行事等の内容に改善の余地が見られる
ものがあった。このため、各施策の実施状況のフォローアップ、有識者からの意見聴取、地方との
連携強化、施策実現のための体制の整備等一層の推進を図るとともに、ホームページや大会・行事
等の内容を充実させるため、必要に応じて適宜・適切な改善を図って行きたい。

（有効性）

（効率性）

反映の
方向性

①～⑲に共通して大会・行事等の開催、広報資料の作成等に係る一般競争入札の導入、大会・行事
等の開催回数の見直し、資料の配付先を厳選することにより部数の縮小、地方公共団体や関係団体
等との連携を強化することにより効率的な普及啓発活動の実施等の効率化を図った。

①②③④⑥⑧⑨
⑫⑬⑭⑯⑰⑱

⑲

＜反映の方向性一覧＞
改善・見直し 抜本的見直し
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